
１ 重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　満期保有目的の債券………償却原価法(定額法)を採用している。

（2） 固定資産の減価償却の方法

　　　　有形固定資産の減価償却の方法は、定額法によっている。

（3） リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「その他固定資産」中のリース資産の減価償却は、

　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（4）  求償債権の償却

「求償債権償却事務取扱要領」に基づき実施している。

（5） 引当金の計上基準

①　保証債務損失引当金

②　求償債権償却引当金

③　退職給付引当金

（7） 消費税等の会計処理

税込み方式によっている。

６ 財務諸表に対する注記

　保証債務にかかる損失に備えるため、期末における保証債務残高

に対し回収見積額を控除した過去３年間の保証履行実績率を基準と

して保証履行によって発生する損失見込額を計上している。

　　　ている。

　役員の退職給付に備えるため、内規に基づき算定した当年度末に

おける退職慰労金の見込額を計上している。

　　「公益法人会計基準」（平成２０年４月１１日　平成２１年１０月１６日改正　　内閣府公益認定等委員会）

 を採用している。

④　役員退職慰労引当金

　求償債権の貸倒れによる損失に備えるため、期末求償債権残高か

ら過去３年間の求償債権回収率を考慮した額を控除し、その残額を

計上している。

　職員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債務の

見込額に基づき計上している。

　なお、退職給付債務の計算については、簡便法を採用している。

　

（6） キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、手元現金、随時引き出し可能な預金からなっ



２ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産

普通預金

定期預金

投資有価証券

特定資産

-           

３ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は次のとおりである。

基本財産

普通預金

定期預金

投資有価証券

特定資産

退職給付引当資産

４ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。　　　　　　　　　　（単位：円）

-                        

-                        

15,000,000,000

(うち指定正味財産
からの充当額）

-                        

2,001,000,000

債務保証事業積立資産

小　　　計

円滑化法求償債権償却対応積立資金

36,999,896,889

28,650,396,889

10,184,396

48,500,000

14,968,315,604

21,500,000

当期末残高

(300,000,000)

51,999,896,889

16,234,805                        

　　 　(単位：円)

35,193,866                  

5,069,232                         建　　　　物

ソフトウエア

取得価額科　　　目

92,380,334                        

合　　　計 188,397,156                74,712,785                        

10,089,468                        

減価償却累計額

(36,999,896,889)

リース資産

小　　　計

当期増加額

6,296,371           

2,501,423,788      

当期減少額 当期末残高

-                        -                        

15,000,000,000   

14,968,315,604   

20,370,000          

(うち一般正味財産
からの充当額）

21,500,000         

15,000,000,000   

小　　　計

合　　　計

-                        

(300,000,000)

退 職 給 付 引 当 資 産

8,699,992,586      

円滑化法求償債権償却対応積立資金

債務保証事業積立資産 26,653,200,791   

小　　　計

41,850,000         

科　　　　　目

14,972,203,629   2,497,535,763      

周知活動積立資産

2,501,423,788      

3,888,025            -                        10,184,396         

科　　　　　目 前期末残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
円滑化法求償債権償却対応積立資金（特定費用準備資金）から216百万円取り崩した。
周知活動積立資産（公益目的保有財産）として1,800百万円追加で積み立てた。

（単位：円）

-                        

33,412,050,791   

48,412,050,791   

6,932,516,488      10,520,362,586    

13,021,786,374    

1,800,000,000      

9,433,940,276      

4,500,000,000     

2,217,000,000     

36,999,896,889   

-                       

-                       

6,702,796,488      

48,500,000         

(うち負債に対応す
る額)

51,999,896,889   

(21,500,000)

-                       

(10,184,396)

(14,700,000,000)

-                       

21,500,000         

2,001,000,000     

　 　　(単位：円)

2,501,423,788      

(14,668,315,604)

-                        

6,300,000,000     

28,650,396,889   

13,720,000          

216,000,000         

(28,650,396,889)

(48,500,000)-                        

113,684,371                      

15,158,700                  

18,959,061                        

-                        周知活動積立資産 6,300,000,000

45,664,256                        138,044,590                

(14,700,000,000)

-                        -                        

-                        -                        

当期末残高

(6,300,000,000)

(2,001,000,000)

(300,000,000)

-                        

(36,999,896,889)

合　　　計



５ 金融商品の状況に関する事項

　特定資産　債務保証事業積立資産

　特定資産　周知活動積立資産

(注)　金融商品の時価の算定方法に関する事項

　　   投資有価証券及び債務保証事業積立資産

これらの時価については、取引金融機関から提示された価格によっている。

６ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は次のとおりである。

　国　 債 　(第318回利付国債他8件)

特定資産　債務保証事業積立資産

　国   債　(第104回利付国債他19件)

特定資産　周知活動積立資産

6,300,000,000      6,433,650,000      

49,918,712,493    

小　　　計

(第69回地方公共団体金融機構債他49件)

(単位：円)

5,399,248,075      

284,762,911       

時　　価

(単位：円)

時　　価

5,656,500,000      

656,500,396 

差   　 額

12,588,230,000    

29,338,934,400 

15,624,816,000 

133,650,000 

5,542,050,000      

656,500,396       

10,947,681,725    

12,303,467,089    

11,208,654,400    

(第48回共同発行地方債他52件）

51,397,400,400    

　事業債

合　　　計

 地方債

貸借対照表計上額

評価損益

5,397,242,296      

6,300,000,000 

4,677,296,000      

28,650,396,889 

191,364,039       

81,670,000         

　事業債

15,624,816,000    14,968,315,604    小　　　計

6,433,650,000 

帳簿価額

基本財産

688,537,511 

科　　　　目

14,968,315,604 

260,972,675       

1,478,687,907     

133,650,000       

種類及び銘柄

(2)  金融商品の時価等に関する事項

　基本財産　投資有価証券

(1)　当法人は資金運用については、預貯金及び国、都道府県、地方公共団体、企業が発行する元本

     保証の確定利付の有価証券である国内債券に限定し、借入れによる資金調達は行っていない。

   期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りである。

　事業債 (第157回住宅金融支援機構債他6件) 2,100,000,000      2,151,980,000      51,980,000         

 地方債 (第215回神奈川県公債他16件） 4,200,000,000      4,281,670,000      

（第20回沖縄振興開発金融公庫債他13件）

小　　　計 28,650,396,889    29,338,934,400    688,537,511       

（第734回東京都公募公債他16件） 5,099,655,961      5,291,020,000      

142,801,925       

205,878,653       4,471,417,347      

259,257,704       

 地方債



７ 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

(単位：円）

経常収益への振替額

基本財産受取利息

８ キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

（１）　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている金額との関係は以下のとおりである。

（2）　重要な非資金取引は、以下のとおりである。

該当事項なし。

９ リース取引関係

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 　　 　  　　 -

現金及び現金同等物                   4,290,980,610

(単位：円）

リース資産　……　システム関連固定資産（サーバー及びパソコン等）である。

当期末前期末

現金及び現金同等物　　 　　　　　　　 5,571,451,749　

現金預金勘定        　　　　  　　      4,290,980,610現金預金勘定　　　　　         　　　　　5,571,451,749

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 　　　　　          - 

　　リース資産の内容

3,155,984

内　　　　　容 金　　額

合　　　　計 3,155,984           


